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中東政治の変容とイスラーム主義の限界 
 Paradigm Shift of the Middle Eastern Politics and Islamist Regimes Facing their Limits 

 
 
 
アラブ各国における体制転換後の苦闘 

 中東アラブ世界のかつての盟主であったエジプトにおける、国軍主導による 2013 年 7 月初

めの体制転換とその後現在に至るまでの政治的な混迷は、2011 年初頭から始まったこの地域の

長期的な政治的変動の性格をある程度暗示しているように思われる。それは従来この地域の主

要な政治的イデオロギーであった「イスラーム主義」の限界の露呈である。 
1950 年代に高揚したアラブナショナリズムが 1970 年代以降政治的な求心力を失うなかで、

それに代わって 1980 年代以来中東各国に浸透していた「イスラーム主義」的な政治潮流は、

ムスリム大衆の社会的な支持を拡大しつつ社会主義とは異なる「第三の道」を提示するものと

して「アラブの春」の直前まで期待されていた。 
 チュニジア、エジプト、リビア、イエメンなどアラブ各国においてそれぞれの形で旧来の権

威主義体制が崩壊した後、「イスラーム主義」諸勢力が政治的な前面に出てきたのは、そうした

事情によるものであった。彼らは少なくともムスリム大衆に訴えるだけの具体的なモデルをも

っていた。彼らはムスリム同胞団やサラフィー主義者など、歴史的な経緯によって幾つかの政

治集団を形成しており、それぞれにイスラームの教義に従った地道な奉仕活動などを通じて社

会的な組織力と動員力を養ってきた。 
 
イスラーム主義 vs民主化勢力？ 

 だが実際には 2011 年以降のアラブ各国における既成の権威主義体制に対する国民的な抵抗

は彼ら「イスラーム主義」の内部からではなく、むしろその外側で情報化とグローバル化の波

に晒される都市部中間層の若年世代を中核にして起こっていた。彼らは組織化という意味で政

治的に未成熟であったが、それは決して現在までの政治過程において彼らが退場していったこ

とを意味していない。 
 「アラブの春」による体制転換後現在も再建途上にあるアラブ各国では、事態が最も好転し

つつあるとされるチュニジアを含めて政治的な民主化と社会の近代化を求める「リベラルな」

政治勢力と、従来からの自らの社会的･宗教的な規範に忠実であろうとする「イスラーム主義」
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的な政治勢力の間での意識の断絶とそれに基づく対立･衝突が日々深刻化している。これは体制

転換を遂げたアラブ各国に限ったことではなく、戦争状態の続くアフガニスタンやシリア、対

ロシアのテロの恐怖に怯えるカフカース地域、アルジェリア南部のマリ国境地帯などでも同様

の深刻な社会的･政治的な亀裂の構造が見られるのである。 
 これは広い意味では中東地域における近代化過程の歴史的矛盾であろうが、こう言っただけ

では何の意味もない。従来「イスラーム主義」の政治的な主張がこの地域の市民･大衆を引き付

けてきたのは、強弱の差はあれ一様に欧米による 19 世紀以来の帝国主義的な「侵略」と「収

奪」に対する異議申し立てをモチーフとして内包してきたことによるものである。またその極

端な現れがアルカイダに代表される「国際テロ組織」の反欧米的な主張であろう。 
 だがこうした主張に心底から共感することもできず、さりとて現在の（ないし「アラブの春」

以前の）腐敗した権威主義体制にも飽き足らない新たな社会層は、上述のアラブ各国における

体制転換後の「イスラーム主義」勢力による新体制の建設を、エジプトの場合においてはまず

憲法制定のプロセスにおいて破壊したということになる。 
 
イランの政治変化にみる新たな可能性 

こうしてエジプトの場合は軍部に介入によってムスリム同胞団が権力の座から引きずり降ろ

されるなど、イスラーム主義が現実問題への解決能力という点で深刻な限界を露呈するなかで、

アラブ各国は不安定な政治的変革の道を進むのか、あるいは軍部などの「中立な」既成権力に

政治的安定を委ねるのかの不毛な選択にそれぞれ直面している。当初は「アラブの春」に呼応

して政治的な民主化を希求したシリアの場合もまた、基本的な構図としてはこのような極めて

狭い選択の幅を巡って不毛な堂々巡りを繰り返しているという意味で、他のアラブ国と同様の

ジレンマに陥っているともいえよう。 
こうした政治的なアポリアを超えて、中東社会が本来もっている若いポテンシャルを地域的

な発展に結びつけ得る新たな芽はどこにあるのだろうか。このことを考える際に、イランにお

ける現在の政治的なプロセスはある示唆を含んでいるように思われる。2013 年 8 月のイラン

におけるロウハーニー政権の登場とその後の核交渉における進展は、「アラブの春」におけるよ

うな政治体制の急激な変動を伴うものではなかったが、この間の変化を背景において支えてい

たのが「イスラーム主義」以降の政治意識を共有する若い世代の登場であった。 
 現在米国のオバマ政権がイラン革命以来 35 年を経ての両国の関係改善に大きな意欲を見せ

ているのは、表面的にいえばそれが単に二国間関係に止まらず、シリア問題やアフガニスタン

撤兵、イラク問題と深く連動していくという側面への期待が大きいゆえであろう。だがイラン

側からみた場合それ以上に大きな意味をもっているのは、2009 年の大統領選挙とその後の民主

化要求運動が、史上初めてともいえる権力側との政治的な妥協と国民的な和解へのプロセスを

歩み始めているように見えることである。 
 これはイランの地域的な覇権の伸長と湾岸アラブ国との対立といった問題とは別に、中東地

域全体の「近代化」と「民主化」に関わる問題として真剣に考察すべき興味深い事例であり、

「イスラーム主義」を超えようとする新たな動向ではないかと考えている。 
(鈴木 均)  
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トルコの憂鬱： 対中東政策での孤立 
Turkey in Melancholy: Isolated in the Middle Eastern Politics 

 

ゲジ公園事件とエジプトのクーデター 

 2013 年は、エルドアン政権にとってなかなか難しい一年であった。政権 3 期目に入り、来

年にはアブドゥッラー・ギュル大統領が任期満了となるため、大統領就任への意欲も高まって

いた。しかし、5 月に始まった反政権運動（ゲジ公園から始まったので反政府側は、ゲジ・プ

ロテストと呼んでいる）を抑えるのに思いのほか苦慮し、保守的なムスリム層からも、権威主

義的な傾向を嫌気する向きが現れた。結果的に、6 月時点での内閣支持率は 5割前後で推移し、

公正・発展党（AKP）政権の基盤はあいかわらず安定しているが、好調な経済成長の持続が政権

支持率を左右していることは確かである。 

 一方で、7 月にエジプトで発生したクーデターとシリア内戦への対応については、エルドア

ン政権も予測しなかったほどの強い抵抗を受け、国際社会でやや孤立した感もある。エジプト

では 7 月 3 日、シシ国防相が大統領を解任したことで、2012年 1月 15日以来の政変はクーデ

ターとなった。これをクーデターと称するか否かをめぐって世界は割れた。日本のメディアも、

簡単にクーデターと表記せず、「いわゆる」と括弧つきで呼ぶ。好むと好まざるとによらず、民

選による大統領を軍が力で退陣させ、軍人が実権をにぎる暫定政権に移行させた以上は、まぎ

れもなくクーデターである。ムスリム同胞団が母体であったモルシー政権の「何がまずかった

か」をクーデターであるかないかの議論に混ぜるのは正しくない。「まずい政治」をした政権は、

国民の意思によってクーデターで追放されても仕方ないという結論にわずかでも正当性を認め

るならば、軍事政権がクーデターの正当性を主張するときに使うレトリックと完全に符合して

しまうからである。もちろん、軍という暴力装置による恣意的な政治は民主制に反するもので

あり、民主制を正当な政治制度とする前提に立ってのことである。 

 トルコ政府およびエルドアン首相は、繰り返し、この点を主張し、エジプト軍政府を非難し

た。当然、モルシー政権の支持基盤であったムスリム同胞団と、スンナ派ムスリムの保守層に

は強い同情を示し続けている。これに対して、エジプト軍政府は 11月 23日、駐カイロのトル

コ大使をペルソナ・ノン・グラータに指名し、追放した。トルコ政府も同じ対応をしている。

両国の外交関係は断絶寸前にまで追い込まれている。 

 エジプトによるトルコ大使追放の理由は、クーデターを起こしておいて、クーデターを批判

されたことに怒っているのであるから、いたってレベルの低い反応である。しかし、いわば「鷺

を烏といいくるめる」かのようなクーデターの否定は、今回、世界中に拡大していた。そもそ

も、米国政府もクーデターとの明言を避けた。エジプトは、中東におけるイスラエルの友邦で

あり、そのエジプトでムスリム同胞団を基盤とする政権が誕生したことはイスラエルにとって

重大な脅威をもたらしかねなかった。実際、モルシー政権は、ガザとの往来を緩和させていた

から、イスラエルはハマースを増長させるものとして警戒を強めていた。そのモルシー政権が、

軍によって退けられるというのは、いささか理想主義的な民主化を掲げてきたオバマ政権にと

Turkey 
トルコ 
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っても好ましくない。しかし、イスラエルにとって同胞団政権の退陣は望ましい。簡単に言え

ば、米国はこの二つのあいだで揺れながら、言葉を濁してきたのである。曖昧な態度をとるこ

とで、エジプトへの軍事援助を継続しようとしたが、8 月半ばから断続的にモルシー支持派市

民への大規模な攻撃と殺害が繰り返されたことを受けて、10 月 9 日、米国は一部の援助につい

て供与を中断している。 

 トルコ政府がエジプトのクーデターに対してとった立場は単純なもので、一貫してクーデタ

ーによる政権奪取を非難し、シシ国防相が実質的な権力を掌握している限り、マンスール暫定

大統領には正統性がないと繰り返し主張した。しかし、国際世論はトルコの立場を必ずしも明

確に支持しなかった。エジプト国内において、クーデターを支持した国民の意思は、ムスリム

同胞団というメンバー制をとる組織が支配することへの不満、イスラーム主義への嫌悪、ムバ

ーラク体制下での権益の復活などにある。しかしこれらは、エジプト国民にしか理解されない

から、国際社会からは支持を得られるような話ではない。にもかかわらず、クーデターは民主

主義の否定だというトルコの強い批判は、イスラーム圏の国家レベルでは受け入れられなかっ

た。 

 最もあからさまな形でクーデターを支持したのはサウジアラビアだった。サウジアラビアが

クーデターを支持したのは、ムスリム同胞団による支配を嫌ったためではないかと推測できる。

ムスリム同胞団は、イスラームこそ全ての問題を解決しうるという理念をもつ草の根型のイス

ラーム主義運動である。しかしながら、二つの聖地の守護者であり、ワッハーブ派の庇護者で

もあるサウド王家は、この種の草の根型のイスラーム主義を脅威ととらえる。いかに近代的国

家システムを取り入れたとしても、「サウド家のアラビア王国」という性格は変えようがなく、

草の根型の民主化運動と社会の再イスラーム化運動が並行して進行するムスリム同胞団の政治

手法は、王政の正統性を傷つけると懸念しているのであろう。 

 

トルコの政軍関係 

 他方、トルコのエルドアン政権は、長年にわたってイスラーム主義を抑圧してきた世俗主義

の守護者である国軍を、過去十年のあいだに、徹底して政治から遠ざけることに成功した。エ

ルドアンと盟友たちから見れば、エジプトのクーデターは、民主化に逆行する信じがたい暴挙

でしかなかった。モルシー政権の運営上のまずさは、トルコでも報道を通じてよく知られてい

る。しかし、それを理由に民意で選ばれた政権を軍が打倒することはできないという点では、

トルコ国内には幅広くコンセンサスが形成されている。 

 トルコの政治状況を観察していると、このコンセンサスを崩そうとする動きはいまだにある。

ゲジ公園の再開発抗議運動に際しても、「選挙だけが民主主義ではない」という言説が反政府運

動側から流された。選挙結果だけでなく、得票にしても議席数にしても数の上で優位に立つ与

党を牽制するための主張であり、さまざまなデモンストレーションを市民の意思表明として受

け入れるように要求するものである。トルコでは、これを軍による政治介入への「期待」と解

釈することがいまだに可能である。90 年代までなら、今よりもはるかに現実味を帯びて語られ

ていたし、実際、それが現実のものとなったのが 1997 年 2 月 28 日の「密室のクーデター」で

あった。イスラーム主義政党の福祉党（RP）を率いて首相の座にあったネジメッティン・エル
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バカンに国家安全保障会議の場で軍幹部が退陣を迫ったこの政変は、2013 年に入って改めて検

証が進んでいるだけでなく、関係者の訴追が始まっている。現在、進行している憲法改正に向

けた議論のなかで、焦点との一つとなっているのは過去のクーデターにおける首謀者の軍人た

ちの免責特権の剥奪である。具体的には 1980 年 9 月 12 日のクーデターを指すのだが、かなり

高齢化が進んでいる当時の軍幹部を裁くとなると過去の政軍関係の清算を意味するものとなる。 

 クーデターを罪として裁くことは、現政権に対する軍の影響力を低下させるプロジェクトと

並行して進んでいる。エルゲネコン、バリョズという名称を冠した二つのクーデター未遂事件

は、軍幹部、世俗主義派のジャーナリスト、大学教員など広範にわたる逮捕者を出し裁判が継

続している。真実の解明がなされたかどうかは判断できないが、軍による政治介入はもはや不

可能なレベルに至った。 

 ゲジ公園に端を発した若者の抵抗運動に対して筆者が冷ややかにみていたのは、軍とその周

辺に位置する世俗主義勢力やトルコ国家主義勢力が、「民主主義は投票箱だけではない」と主張

しつつ、軍の政治介入を呼び込もうとしていたからである。 

トルコの場合、エジプト以上に国軍への尊敬の念は深いし、建国の父アタテュルクも政治改

革者としてよりも軍人として母国の領土を死守した功績がなによりも大きい。軍の政治介入を

抑えた後の公正・発展党（AKP）政権は、政軍関係をどのように規定していくのか。単純には、

国軍は国防のプロに徹するということになるし、そのレベルでのコンセンサスは、政府部内だ

けでなく広く一般にも共有されている。だが、軍人への特権（住宅等）が剥奪され、作戦行動

も政府の命令に従うというシビリアンコントロールが徹底されるにつれ、士気は低下している。 

その一方で、内戦のシリア、国家分裂が進行するイラク、核交渉が動き出したイランはいずれ

もトルコの隣国である。周辺地域の治安情勢にとって、トルコ軍の存在が重石として決定的な

意味をもってきたことも間違いない。世俗主義の決然たる擁護者という重い鎧を脱がせた後の

トルコ国軍に、どういう衣装を着せるかが問われている。 

政軍関係では、民主化の基礎を固めたエルドアン政権だが、強大な軍を屈服させたことは、

政権自身の権威主義的性格を強める結果もまねいた。11 月になって、国内で注目を集めている

のが、フェトゥッラー・ギュレンを精神的指導者とするヒズメット（奉仕）運動という草の根

イスラーム社会運動との対立である。ヒズメットはムスリム同胞団のようなメンバー制の組織

ではない。ギュレンを精神的主柱とするが、政治性はなく、イスラーム的公正の観念にのみ忠

実な相互扶助組織である。その豊かな財政基盤を支えるのは、ムスリム保守層実業家の寄付と

予備校収入である。 

政府は、すべての予備校を閉鎖すると宣言した。一年ほどの猶予はあるが、私立のリセ（高

校）などに転換することを求めている。ギュレン系の運動体は、組織化されていないだけに、

政権としては手を組みようがない。しかも、イスラーム的公正のみを基軸とするために、公正・

発展党（AKP）の政治家に対しても、不公正の批判や追及をゆるめない。予備校閉鎖問題で正

面から衝突したことは、今後、トルコにおけるイスラーム主義勢力のなかに、組織性の希薄な

ヒズメット運動をどう位置づけるかという新たな課題を創出することになった。 
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シリア内戦との関係 

 シリア内戦に対するトルコの態度も明確である。はっきりとアサド政権に批判的であるし、

2013 年 8 月の化学兵器による攻撃を政権側によるものと断定している。8 月の末までに、アメ

リカがシリアに対して軍事介入を行うのではないかという観測がにわかに高まったのは、8 月

21 日にサリンなどによる攻撃で 1400 人近く（反政府側発表）が犠牲になったからである。し

かし、月末までにイギリス議会で攻撃支持が得られなかったため、アメリカの強硬姿勢は急速

に萎んでいった。 

一方トルコは、シリアへの攻撃に意欲を示していた。シリアとは 1000 キロにもおよぶ国境

線で接しているトルコは、紛争の当初から難民の流入が続いており、ロイターは今年 10 月の

時点で 60 万人に達したと報じている。事態打開には圧倒的に優位なアサド政権側の軍事力を

削いでしまう以外に方法がないというのが攻撃支持派の見解であった。もう一点、アサド政権

がアラウィ派に権力基盤を置いていることも、トルコ政府が攻撃支持に傾いていた副次的な理

由である。スンナ派イスラーム主義のエルドアン政権は、シリアのアサド政権に対して宗教的

な意味でのシンパシーを抱いていない。同じムスリムだとも考えていない。アラウィの定義に

ついてここで書く余裕はないが、「シーア派の一つの宗派」という見方は、トルコ国内では支配

的でないし、そういう実感もない。その一方で、トルコ国内のアレヴィ派とシリアのアラウィ

派との異同はきわめてセンシティブな問題である。アレヴィ派とは何かという議論が、トルコ

ではいっこうに煮詰まらないまま、トルコ国内のアレヴィを宗教文化の単位として公認する（政

府の監督と保護の下に入る）か、否かをめぐって駆け引きが続いているからである。トルコは

NATO 加盟国としてアメリカがシリアに介入するなら協調する姿勢をみせたが、単独で行動で

きる状況ではない。9 月以降も、トルコ政府首脳は、シリアの現体制が維持される限りは問題

の解決にならないと主張しているから、アサド政権の打倒に手を貸す勢力の一つではある。シ

リア問題については、サウジアラビアやカタールもトルコと歩調を合わせている。イランは、

トルコによるアサド政権非難を一蹴し、内戦をテロリストとの戦いだと主張する。10 年前にア

メリカが世界にむけて喧伝した「テロとの戦争」はいまやイスラーム圏内部の抗争で、支配者

側の正当性を主張する際に使われている。 

シリア問題でのトルコの孤立は、アメリカによる攻撃が取り沙汰された際に深まった。イラ

ク戦争での大義名分のなさが、イギリス議会での攻撃不支持につながったことはよく知られて

いる。イギリスだけでなく、世界各地で、アメリカが再び中東に介入することへの批判の声が

上った。トルコはブッシュ政権の参戦要請を議会が拒絶し、イラク戦争には終始一貫して距離

を置いていた。そのトルコが、イラク以上に帰結が読めないシリアに介入するのは危険すぎる。 

エルドアン首相はアサド政権が化学兵器で子どもたちを虐殺したことを非難した。だが、彼の

イスラーム的道徳にもとづいた軍事介入論は、必ずしも国民の支持をえられなかったし、国際

社会からも支持されなかった。これは、2008 年末～09 年初のイスラエルのガザ攻撃に関する

エルドアンの有名なパフォーマンスとは大きな違いである。09 年のダヴォス会議で、イスラエ

ルのペレス大統領を人殺し呼ばわりして勇名を馳せたエルドアン首相は失望したに違いない。 

（内藤正典、同志社大学） 
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アルジェリアとチュニジアの動き 
Current Political Situations in Algeria and Tunisia 

 

概要 

アルジェリアでは、2013 年 9 月に第二次セッラール内閣が誕生した。与党 FLN の総書記選

挙の顛末とも深く関わるこの内閣改造は、2014 年の大統領選に向けた政治的動きがすでに始ま

っていることを示している。一方、チュニジアでは、2011 年 10 月の選挙で選出された第一与

党・ナフダ運動が、実績の不足により国民の支持を失いつつある。野党もナフダ運動を中心と

する連立与党政権と激しく対立しており、この対立で 2013 年半ば以降議会が麻痺し、政治危

機が続いていた。労働組合などのイニシアチブで、2011 年のチュニジア革命後の「移行期」政

治過程の完遂のための「国民対話」が始まっている。 
 
アルジェリア：第二次セッラール内閣の発足 

2013 年 9 月 11 日、大統領選挙を 2014 年 4 月に控えたアルジェリアでは、大規模な内閣改

造が行われた。セッラール首相はそのまま留任したが、多くの閣僚ポストが更迭や新規任命の

対象になった。 
主要 4 ポストの交代は、そのうちでももっとも影響が大きい。内相にはダホ・ウルド・カブ

リヤ（FLN1）に代わり、タイイブ・ベライズ（FLN、前憲法評議会議長）が就任した。防衛

大臣は引き続きブーテフリカ大統領の兼任であるが、その次官であった防衛省大臣補佐のポス

トが廃止され、このポストに就いていたアブドゥルマーリク・ゲナイズィヤ（無所属）が閣僚

から外れ、代わりにアフマド・ガーイド・サーリフ（無所属、軍参謀長）が、新設された防衛

省副大臣の職に就いた。外相にはムラード・メデルスィー（無所属）に代わり、ラムターン・

ラマームラ（無所属、前アフリカ連合平和委員会大使）が、法相にはムハンマド・シャルフィ

ー（無所属）に代わり、タイイブ・ルーフ（FLN、前労働相）が任命された。ブーテフリカ大

統領に近いとされる人物の任命、とりわけ、現役参謀長であるガーイド・サーリフの任命は、

来年の大統領選挙に向けて、大統領が権力固めをしていることを示すものではないかといわれ

ている（El Watan紙 2013 年 9 月 12 日付）。 
2012年 9月発足の第一次セッラール内閣と比べて、閣僚ポストの数は 37から34に減った。

中でも、FLN所属の閣僚が 8 から 4 に減り、連立を組むRND2（閣僚数 5）よりも少なくなっ

た。一方で、新しく入閣した閣僚 11 名中、10 名は無所属だった。 
FLN出身の複数の閣僚の更迭の背景には、FLNの内部対立と総書記の交代劇があった。2013

年 1 月に党内の改革派を中心とする不信任決議によってアブドゥルアズィーズ・ベルハーデム

前総書記が解任された後、空席となった総書記職を任命する選挙において、保守派の支持を得

                                                   
1 Front de libération nationale, 民族解放戦線。 
2 Rassemblement national démocratique, 民主国民連合。 

Maghreb countries 
マグリブ諸国 
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て当選確実とみなされていたアンマール・サイダーニー（元人民議会議長）に対して、汚職疑

惑などを理由に改革派から反対の声が上がった。改革派の訴えで国務院（紛争解決機関）が一

度選挙の開催許可を取り消したが、選挙直前になって保守派委員の訴えによってこの判断が覆

され、サイダーニー派のみが出席する中で選挙が開催されることになり、結局サイダーニーが

唯一の候補者として当選した。当時党政治局の責任者であったアブドゥッラフマーン・ベルア

イヤートは選挙実施の許可を与えておらず、選挙は党内規則に照らして違反していると主張す

る（Liberté 紙 2013 年 8 月 29 日付）。今回更迭された FLN の閣僚の一部は、紛糾した総書記

選挙において、サイダーニーの当選に反対していた人物である（Radio France Internationale
ウェブサイト 2013 年 9 月 12 日付）。 
第二次セッラール内閣の発足後、FLN、RND の指導部は、ブーテフリカ現大統領を次期大

統領候補として支持していることを示唆する発言をしている（Liberté 紙 2013 年 11 月 11 日

付；Jeune Afrique ウェブサイト 2013 年 12 月 2 日付）。しかし、ブーテフリカ大統領自身は、

次期選挙に出馬するかどうかについて意思表明をしていない。 
 
チュニジア・国民対話の試みつづく 

2013 年 2 月、7 月と立て続けに野党党首の暗殺事件が起こったチュニジアでは、イスラーム

主義政党・ナフダ運動率いる三党連立政権に対する反対運動が政治プロセスを麻痺させ、混乱が続

いていた。とりわけ、7 月 25 日に起こった 2 度目の暗殺事件（野党「人民の運動」党首ムハンマ

ド・ブラフミー暗殺事件）を受けて、野党議員が政府の責任を問い、辞任を求めて制憲議会をボイコッ

トしたため、制憲議会が機能不全に陥っていた 3。制憲議会は、革命後の新しい憲法を作り、新選挙

法に基づく選挙（大統領選、議会選挙）を実施することで、2011 年のチュニジア革命後の政治的「移

行期」を終わらせる政治プロセスを担う最も重要な主体である。この制憲議会が麻痺してしまったこと

で、革命後の政治プロセス自体が停止する事態になった。 
背景にあるのは、ナフダ運動を中心とする三党連立政権に対する広範な不信感である。2011

年 10 月 23 日の選挙によって第一党になったナフダ運動であるが、その後の経済状況の悪化に

対する対応の不十分さや、腐敗と暴力の横行、連立与党内部の分裂などの事態を受けて、国民

の支持は下落し続けている。アメリカのギャラップ社による世論調査によれば、政府に対する

支持率は 2012 年 3 月の 56％から、1 年後の 2013 年 3 月には 32%に落ち込んだ（Gallup ウェ

ブサイト 2013 年 8 月 13 日付）。政権発足当初は、ナフダ運動が新憲法案などでイスラーム色

の強い路線を打ち出すことに焦点が当たっており、ナフダ批判は主に国家と宗教の関係をめぐ

る問題に集中していたが、政権発足から 1 年以上を経た現在は状況が変わって来ている。経済

状況の悪化に対して有効な対策を打ち出せなかったことや、腐敗といった問題は、かつてナフ

ダ運動に投票した層の離反を招いてしまった。野党は、「サラフィー主義」とよばれるイスラー

ム主義集団によって野党党首らがその政治的主張ゆえに命の危険にさらされる事態に対して、

ナフダ政権が長い期間無策であったことを強く批判した。労働組合、女性運動などの様々な非

                                                   
3 『中東レビュー』準備号の拙稿「変革期のマグリブ諸国」および『アフリカ・レポート』No.51 
(2013 年)の拙稿「革命後チュニジアの政治的不安定」を参照。 
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政治団体も、政権批判を積極的に行ってきた。中でも、チュニジア労働総同盟（UGTT）は、チュ

ニジア最大の労働組合としてその動員力を駆使して、デモや政治会議などの政治的活動を行ってき

た。例えば、2013 年 2 月 6 日の「統一民主愛国運動党」指導者のシュクリー・ベルイード暗殺事

件の際は、ベルイードがUGTT と関係の深い弁護士であったこともあり、大規模な追悼集会を

組織した。 
チュニジアがいまだフランス保護領であった1946年に設立されたUGTTは、チュニジア人労働者

の利益を守る運動の中でナショナリズムと結びつき、チュニジアの独立運動において、ハビーブ・ブ

ルギバ率いるネオ・ドゥストゥール党と並んで大きな役割を果たした。その後のブルギバ、ベン・アリー

両指導者の体制下でも、反対勢力が正式な政党活動を十全に行えない中で、実質的な野党の役割

を果たしてきた。チュニジア革命においても、UGTT の地方支部が、ベン・アリー体制の打倒を目指

す人々の動員と組織に大きな役割を果たしたと言われている。 
このような歴史を持つUGTTが、革命後の政治プロセスが麻痺してしまった今回の事態を前に、政

治的介入を行った。与党・野党間の対立と議会の麻痺を打開するために、UGTT、チュニジア人権連

盟（LTDH）、弁護士会、チュニジア産業・商業・工芸同盟（UTICA）の 4 つの非政治団体が、与野党

間の意見調整を行い、段階的に政治の正常化を目指すプログラム、「国民対話」のイニシアチブを取

ったのである。このイニシアチブは、非政治・民間団体の提言として始まったが、2013 年 8 月に入り、

このイニシアチブにナフダ運動が合意したことによって、試みは政治的アジェンダとなった。準備交渉

は非常に難航したが、10 月 5 日に 4 つの非政治団体が作成したロードマップに 21 の政党がサイン

し、「国民対話」のプロセスが正式に開始された（Globalnetウェブサイト 2013 年 10月 7日付）。ロー

ドマップは制憲議会における審議再開と、現内閣の辞職、政党に属さないテクノクラート閣僚による新

内閣の組閣などを内容としている。新内閣の人事をめぐって交渉が難航したが、12 月に入って現役

産業大臣だったマフディー・ジュムアが首相になることが発表され、2014年1月29日にジュムア内閣

が正式に発足した。制憲議会の審議も再開され、1 月 26 日に新憲法が成立している。 
ナフダ運動は、「選挙で選ばれた政府は合法であるので、自ら辞職する必要はない」というこれまで

の主張を一転させ、「国民対話」提案を受け入れ、無党派の閣僚からなるジュムア内閣に権力を引き

渡したことで、今までと違う協調的な態度を見せた。平和的な権力移行が実現し、新憲法が成立した

ことで、エジプトで2013年7月に起こった軍事クーデターのような波乱は、チュニジアにおいてはひと

まず避けられた。しかしながら、ジュムアがナフダ運動のアリー・アライイドを首相とする前内閣の現役

大臣であったこと、やはりナフダ運動に近いとされるルトフィー・ベン・ジッドゥー内相（無所属）がその

まま現職にとどまったことなど、新内閣の政治的中立性に対しては、これを疑問視する声も上がってい

る。 
ナフダ運動、最有力野党と目される「チュニジアの呼びかけ」など、諸政党にとって次の目標は、年

内にも実施される可能性のある次の国政選挙および大統領選挙である。新しい民主的な時代への期

待が高まっていた革命直後の状況と異なり、革命後3年を経た現在、チュニジアの有権者たちには落

胆と政治不信が広がっている。失政によって支持基盤を失いかけているかに見えるナフダ運動にとっ

て、次の選挙こそが正念場となろう。 
（渡邊祥子） 
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シリア内戦：地域的な対立と解決への見通し 
Syria: civil war, regional competition and prospective solution 

 

はじめに 

「アラブの春」が 2011 年 3 月にシリアに波及した当初、その動きは様々な勢力が政権に対

峙する形で徐々に広がっていた。その後、国内の対立が激しい暴力的な紛争の様相を強めた結

果、今やシリアは中東で政治的にもっとも不安定な国のひとつとなった。これまでに域内・域

外の様々な勢力がシリアの内紛に関与するに至っており、それら諸勢力の関与の度合いは、抗

争中の国内の各陣営との直接的、間接的な関係を通じて日ごとに強まってきている。ロシア、

イラン、イラク、ヒズブッラーはこれまでアサド政権を支援してきた。アラブ湾岸諸国、とり

わけカタールとサウジアラビアに加え、トルコやいくつかの欧米諸国は反体制派を支援してい

る。これらの勢力のほとんどは、自らの支援する陣営が内戦に勝利するだけの軍事的な能力を

備えていると確信しているため、それぞれの勢力による介入で紛争が深刻化してきた。 

 アサド政権は国民に対してあらゆる種類の重火器を用いてきた。その結果国内で未曽有の破

壊をもたらし、膨大な人々に国内外への避難を強い、さらには宗派、人種、地域間の対立・抗

争によるシリア国家の解体という現実的な危機をもたらした。国内のインフラ、農業、医療サ

ービスのほとんどは破壊されてしまった。内戦は、国民の 40％から 50％に直接影響を及ぼし、

精神的なトラウマを負わせている。国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）が登録を受け付け

た難民は 2013 年だけで 100 万人を上回っており、近隣諸国で難民として登録された人数もお

よそ 210 万人にのぼっている。こうした難民の 4 分の 3 を占めているのは、女性と子どもであ

る。UNHCR は、2013 年末までに救援が必要になると見込まれるシリア国民は、国外に難民

として逃れた 345 万人、国内避難民 680 万人を含めて、内紛前の人口約 2300 万人の約半数に

まで達すると見積もっている。現在、多くの人々が食料・医療の不足が原因で死の危機に瀕し

ている。問題を一層深刻にしているのは、窮乏化そのものが戦術の一部として用いられている

ことである。たとえば、最近のダマスカス郊外での反政府派との戦闘で、アサド政権側が「降

伏するまで兵糧攻めにする」作戦をとってこの地域への食料・医薬品の流入を遮断し、その結

果数か月間に多くの死者が出たが、その大半が子どもたちだったと報告されている。政権は、

かつて 1982 年にハマー市で反政府運動が起きた際に、町を全面的に破壊して 1 万人から 3 万

人と見られる人々を虐殺するという強硬な手段で運動を鎮圧したが、2011 年 3 月以降の抗議行

動や様々な要求に対して政権がこれまでにとってきた対応にも、同じ姿勢が見てとれる。前回

との違いは、より広範囲の人々に危害が及んでいる点にある。 

 当初は非暴力の抗議行動として始まった今回の民主化運動が、なぜ全面的な内戦になってし

まったのか。この問いに答えるため、小論ではシリア危機の複雑さと、それが内戦へと発展し

た背後にあるいくつかの重要な要因について説明したい。これらの要因の一つは、政権と抗議

運動の特徴をはじめとする国内問題にかかわるものである。もう一つは、地域的・国際的勢力

と、これら諸勢力と国内で対立・抗争中の両陣営との関係に関連している。 

Syria 
シリア 
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国内的な要因 

 アサド政権は、自らのアイデンティティがシリア国家のそれと一体化・融合化しているとい

う意味で、中東の他の政権とは様相を異にしている。事実 2011 年以前には、シリアはイデオ

ロギー面でも制度面でもアサド政権と一体不可分と目されていた。1946 年にフランスから独立

するまで、「シリア」は単なる地理的な名称に過ぎなかった。国としての統一性も独自の政治的

実体をも有することなく、人々のアイデンティティや忠誠の焦点となりうる唯一無二の中核的

な権威も欠いていた。だからこそ度重なる軍事クーデターが（1949 年から 1970 年までの期間

に成功したものだけで 10 回以上も）起きたのであり、軍隊内の様々な派閥が政治抗争と権力

闘争によって影響力を強めていたのである。ところが 1970 年に、最後となったクーデターに

よって権力を掌握したハーフィズ・アル＝アサドが打ち出した、一連の地域・経済政策および

政治方針の転換は、シリア国内において彼の支配権を確立しただけでなく、クーデターの再発、

軍内部の派閥対立の再発を防ぐ機能をも果たした。ハーフィズ・アル＝アサドの国づくりとは、

彼の権威を強化すること、そして政権のアイデンティティを国家のそれと融合化することによ

って特別に結束力のある政権を築くことを意味した。その結果、政権の追放を意図する一切の

試みは国家への挑戦と見なされ、エリート層の離反や組織の離反を危惧することなく、容赦な

い弾圧が行われていった。アサド政権は、国家の諸機関を直接管轄する結束力のあるエリート

権力構造と、政権に従属するビジネス部門と、暴力を核とする統治方式によって、長期間にわ

たって自らの存続を支えていた。そのような政権にとって、ひとたび民衆の抗議に直面した場

合、柔軟な改革を実施したり、政治的な駆け引きをおこなうだけのゆとりをもつことは不可能

だった。つまり、反対派の壊滅を目的とした全面的な弾圧が政権にとっての唯一の選択肢であ

った。 

 シーア派とスンナ派の内戦としての側面を強調しがちな国際メディアの報道は、紛争の「全

体像」を形作っている社会的、地域的な現実を見えにくくしている。統一的な政治アイデンテ

ィティやコミュニティがない中で、シリア社会が人種・宗派・階級などの違いによって分断さ

れていることは、2011 年の段階で政権を打倒しうる全国的な運動が出現することを大いに困難

にしていた。中でももっとも重要であったのは、農村と都市の分断によって、シリアの政治エ

リート層に強権的な弾圧に頼ることを思いとどまらせるような、（チュニジアやエジプトで形成

されたような）全国規模の運動の発展が妨げられてきたことである。抗議運動の地理的な分布

状況は、この運動の階級的なルーツを明らかにしている。これまで大規模な民衆の抗議行動が

起きた地域の大半は、経済発展が遅れ、周縁化された地域だった。長年にわたって政権はます

ますコスモポリタン化する一方で、政権発足当初の主要な支持基盤だった農村地帯を極度に軽

視してきたのである。さらに中東地域を襲った気候変動が政権の正当性を蝕んでいった。近年

中東をたびたび襲った干ばつは農村地帯を困窮化させ、農村から都市への大規模な人口移動を

引き起こし、かつてのシリアにはなかったような、都市と農村の間の未曽有の格差・対立を生

み出した。とりわけ 2006 年以降の厳しい干ばつは、すでに深刻な水不足問題を抱えていた北

東部で水不足を極度に悪化させた。2010 年に国連世界食糧計画（WFP）は、かつてはシリア

の穀倉地帯だった東部の半乾燥地帯のラッカ、デイル・ゾール、ハサカの 3 県に住む 20 万人
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以上の住民に、緊急支援食糧を配布している 4。しかしWFPが講じた緊急措置は、家畜の減少

を食い止める上でも、シリアの草原地帯に住む牧畜民やその家族の食料供給事情を改善する上

でもさしたる効果はなかった 5。ダマスカス、アレッポ、そしてシリア沿岸部の豊かな都市に

住む多くの人々にとって、農村部の民衆蜂起は自分たちの安定した生活への脅威と映ったので

ある。 

 

地域的および国際的な要因 

 シリアは地政学的に中東域内で重要な位置を占めている。トルコ、イラク、レバノン、ヨル

ダン、イスラエルと国境を接し、域内および国際的な利害が衝突しあう民族的、党派・宗派的、

地域的な断層上にまたがっているのである。中東域内で権力と影響力の増大を目指す域内およ

び国際的な利害関係勢力は、シリアを支配することがこの地域全体の支配につながると信じて

いる。そのため、中東地域における多くの紛争や対立は、シリア国内における紛争、そしてシ

リアの支配をめぐる紛争へと凝縮されてきた。シリア紛争のこうした地政学的な側面は、中東

地域での覇権確立を目指し資金・宗教面での影響力を用いて紛争の結末を自らに有利な形に導

こうと競い合っている、イランとサウジアラビアの間の激しい敵対関係にも結びついている。

サウジは他のアラブ湾岸諸国とともに、2003 年の米国主導のイラク進攻が反イランだったサッ

ダーム・フセイン政権を崩壊させ、主としてイランの影響下にある新たな政権を樹立するのみ

に終わって以降、イラクに対して強まってきたイランの影響力を押し戻したいと望んでいる。

そのため湾岸諸国は、シリア国内の反体制派の蜂起を、イランと密接な同盟関係にあり、また

レバノンのヒズブッラー運動の支持者でもあるアサド政権を追い出し、イラク国内で湾岸諸国

の庇護を受けるスンナ派の力を伸ばすための絶好の機会と捉えた。それに加え、米国に率いら

れた欧米列強とロシアの間の中東をめぐる対立関係によって、シリアの内紛はすでに実質的に

ゼロサム・ゲームへと転化してしまったと言える。深刻な利害対立を抱える域内および国際的

諸勢力は、この戦争が「シリア人が壊滅するまで」継続してもやむなし、と考えるような状況

すら生じさせているのである。 

 

ジュネーブの和平会議は期待できるか？ 

 このような状況の中、内戦の規模を縮小し、やがては終結させることに、いずれの国も関心

がないかのように見える。だが決定的な軍事的勝利を目指す、国内外のあらゆる敵対勢力によ

る試みが失敗に終わっただけでなく、シリアの国家と国民にとって筆舌に尽くしがたいほどの

破壊がもたらされていることを考えれば、この内戦に対する政治的・外交的な解決は急を要す

る。また内戦の継続は、シリア国内だけでなく隣接諸国内でも社会的緊張を高めており、これ

ら諸国のインフラをも大きく圧迫しているのである。 

                                                   
4 “110,000 in Syria 'Will Be Deprived of Food Aid',” The National, 
http://www.thenational.ae/news/world/middle-east/110-000-in-syria-will-be-deprived-of-food-aid（2012 年７月 28
日にアクセス） 
5 WFP Emergency Operation (EMOP) Syria No. 200042, “Emergency Response to the Drought in the 
North-East of Syria,” http://one.wfp.org/operations/current_operations/project_docs/200042.pdf （2012 年 7
月 29 日にアクセス） 

http://www.thenational.ae/news/world/middle-east/110-000-in-syria-will-be-deprived-of-food-aid
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 2012 年 6 月、コフィ・アナン前国連事務総長は、米露両国の支持を得て、シリア危機の解

決に向けた国際的取り組みに乗り出した。彼は暫定政権樹立を提起し、アサド政権と反政府派

の双方を交渉のテーブルにつかせようとしたが、この試みは実を結ばなかった。その後、「ジュ

ネーブ 2」和平会議の開催が提起されている。しかし、シリアの内戦はもはや「シリア人対シ

リア人」の対立という問題枠組にとどまらないものになっているため、和平プロセスの成功の

ためには、国内外の当事者間の真摯な交渉が含まれることが肝心である。シリア危機の地域的、

国際的な広がりを考えれば、国内の当事者たちが紛争の解決を受け入れるのと同様に、国外の

利害関係諸勢力も多くの問題点について合意することが重要となる。シリアの化学兵器の廃棄

に関する米露間の取り決めからも窺われるように、「ジュネーブ 2」は明らかに国際的な利害関

係諸勢力が自らの利益を主張するための舞台となっている。今のところ紛争の当事者も、「ジュ

ネーブ 2」に参加する意向を示している利害関係勢力も、政治的解決に向けた枠組みやビジョ

ンを共有しておらず、妥協をしようという動機すら皆無に見える。シリアに平和をもたらすた

めには、手っ取り早い政治的解決ではなく、永続的な和解につながる持続的な和平プロセスを

「ジュネーブ 2」で打ち立てる必要がある。和平プロセスが実を結び、和平会議が有意義な成

果をあげるためには、交渉の参加者たち全てが、内戦の継続では達成できないことを外交によ

って実現することを、真摯に望むことが不可欠である。とりわけ重要なのは、「ジュネーブ 2」
を支持する域内および国際的諸勢力が、和平会議での合意事項の履行と国際的監視に明確にコ

ミットすることである。こうしたコミットメントは、全ての関係諸勢力が、シリアとその国民

を無益な破壊と苦難から救うため、国際執行下での休戦に即刻応じることによって、表明され

うるはずである。その段階に至ってはじめて、シリア内戦の当事者は、交渉、信頼関係の醸成、

そして長期的な紛争解決に目を向けることができるだろう。 

（2013 年 11 月 10 日脱稿、ダルウィッシュ ホサム） 
 
 
※「ジュネーブ 2」のその後の展望と限界については、以下の拙稿を参照いただきたい。 
「長期化するシリア内戦――戦闘の激化と和平交渉の課題」（2014 年 1 月 20 日掲載）。 
（http://www.ide.go.jp/Japanese/Research/Region/Mid_e/Radar/Syria/20140120.html） 
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総理歴訪への反応と湾岸諸国政府が直面する課題 
The Japanese Premier's Visit to the Gulf States: Their Responses and the Facing Issues 

 
バハレーン、クウェート、カタール： 安倍総理歴訪への反応 

8 月 24 日から 8 月 29 日までの安倍総理によるバハレーン、クウェート、ジブチ、カタール

への歴訪は、日本として 6 年ぶりの首脳訪問であり、エネルギー・通商分野にとどまらない包

括的な関係構築に合意することで、積極的に湾岸地域と関わる姿勢を示す機会となった。今次

歴訪において湾岸 3カ国との間で安全保障対話と防衛協力に踏み込んだのは画期的といえよう。

湾岸各国政府からも湾岸地域の安全保障への関与を示すものとして好意的な反応が示された。

具体的な実施内容は担当部局の間で詰められているようであるが、安全保障対話については要

人往来の活発化やマナーマ・ダイアローグ等の地域安全保障に関する国際会議への要人派遣な

ど、継続的な取り組みが期待される。防衛協力についてはイランによるホルムズ海峡閉鎖への

対応を想定した海上自衛隊掃海部隊の派遣が期待されている。実際には湾岸に駐留する米軍を

介した協力関係が主体となり、交戦中の派遣は事実上不可能であるが、合同掃海訓練を通じた

人的交流と人材養成支援を通じた有事対応への体勢づくりが期待される。 
ビジネス面では、都市開発へのインフラ構築支援や新規天然ガス田の共同開発、投資や企業

活動に対するビジネス障壁の緩和で合意し、二国間での合同経済委員会の開催など、具体的な

実施項目で進捗がみられた。また、具体的な成果として、カタールとクウェートにおいて日本

企業が複合プラントの建設を受注した。都市鉄道や海上連絡橋梁など交通インフラ整備の受注

も期待される。互恵主義に基づく湾岸向けビザ緩和については、外交・公用ビザの手続き緩和

に留まったため、ビジネスおよび観光ビザについても手続き緩和が期待されている。 
 
カタール：新政権の外交方針と対日関係 

6 月に即位したタミーム新首長は、即位にあたりハマド前首長の方針を踏襲することを表明

したが、外交政策では従前の積極的な介入姿勢に軌道修正が図られた。対エジプトではムスリ

ム同胞団と距離を取り、暫定政権への祝電でエジプト国民の意思を尊重し、継続してエジプト

を支持すると表明した。パレスチナのハマースやアフガニスタンのターリバーンへの関与も手

控え、対シリアでもアサド政権の退陣を求めつつ、反体制派への支援からは手を引きつつあり、

対応をめぐるサウジアラビアとの対立は抑制されつつある。 
新体制では閣僚の世代交代も進んだ。長年にわたり対日関係の窓口となってきたアブドゥッ

ラー・ビン・ハマド・アティーヤ行政監督庁長官は、安倍総理の訪問時にはカタール国内を離

れており、一線から退く姿勢を示したと思われる。新たな対日窓口を担う人物についてはまだ

判然としないが、11 月 15 日にはハーリド・ビン・ムハンマド・アティーヤ外相が投資ミッシ

ョンを伴って訪日した。 
 
 

Gulf countries: Politics 
湾岸諸国・政治 
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クウェート、オマーン：福祉国家の行きづまりを警告 

10 月 28 日付各紙によると、クウェートのジャービル・ムバーラク首相は今期国民議会の開

会にあたり、議員に向けた施政方針の中で、現在の福祉制度の行き詰まりを警告し、政府予算

を教育、保健、福祉、住宅その他サービスのための補助金から開発計画へ振り向けることへの

理解を求めた。クウェートでは無償の公共サービスに加え電気料金や自動車燃料が低価格で抑

えられたままになっているが、人口増加や石油消費の拡大によって補助金への支出が増大して

いる。IMF によれば、石油の国内消費が輸出を上回ることで財政支出が石油収入を上回り、2017
年には財政赤字に転じることが懸念されている。クウェート政府は 1990 年代から石油の国内

消費の抑制と石油依存からの脱却のため、補助金の削減と公共サービスの有料化、個人課税の

導入を目指し、最近ではサーレム・アブドゥルアジーズ財務相がクウェート企業への法人課税

についても表明しているが、2000 年代後半からの石油価格の高騰によって財政が黒字基調とな

っていることもあり、現在の福祉制度を当然の権利と考える国民の反発は大きい。 
同様に、オマーンでも 11 月 10 日にムハンマド・ルムヒー石油相が ADIPEC 年次会合の席

上、湾岸諸国における燃油補助金制度が石油の浪費と財政負担の増大をもたらしているとして、

地域全体の問題として警鐘を鳴らした。既にサウジアラビアでは国民に対し省エネキャンペー

ンを展開しており、都市交通の整備による自動車社会の転換とあわせた石油消費の抑制を目指

しているが、補助金の削減には国民の反発が大きく手がつけられない状態である。補助金削減

に対する国民の反発は大きく、国際石油価格の動向をにらみつつ、いかに国民の意識を変えて

いくのか、体制の維持にも関わるだけに、各国政府は難しい課題に直面している。 
 

サウジアラビア：GCC統合推進へ 

10 月 18 日、サウジアラビア政府は正式に国連安全保障理事会非常任理事国のポストを辞退

した。国際社会において前例のない対応であるが、辞退の要因としては米国に対し、シリアへ

の軍事介入を決断しなかったことや、イランとの関係改善の動きへの不満と再考を促すためと

の見方が多い。他方で、実際に安保理での決議採択にあたって明確な意思表示が、外交上の威

信を損なうことを回避したとの解釈も見られる。11 月 24 日にイランと欧米 6 カ国との間での

核開発をめぐる暫定合意がなされると、サウジアラビア政府は核兵器の保有を認めかねないと

反発し、バハレーンとともに、イランの脅威に対抗するための安全保障体制づくりと経済統合

および政治統合のための湾岸連合の結成を12月のGCCサミットの主要議題とすべくキャンペ

ーンを開始した。クウェートとカタールは特に反対しない立場であったが、イランとの関係も

重視するオマーンは従前通り湾岸連合の結成には反対を表明した。12 月 10 日開催された GCC
サミットの公式発表では湾岸連合の結成は議題にされず、イランと欧米 6 カ国の核協議の合意

を歓迎する声明を発表した。約 1 年半ぶりに話題となった湾岸連合の結成であったが、改めて

各国の立場の違いを示す結果となり、実際の統合の進展は厳しい見込みである。サウジアラビ

ア政府としては、バハレーンとともに GCC 統合推進の立場は変わらないものの、当面は GCC
統合へ向けたアピールを手控え、様子見となるであろう。 

（石黒大岳）
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アブダビ金融部門における「経済ヴィジョン 2030」の進展状況 

The progress of "Abu Dhabi Economic Vision 2030" in the financial sector 
 
「アブダビ経済ヴィジョン 2030」 

近年のアブダビ首長国の経済開発を語る上で、「アブダビ経済ヴィジョン 2030（Abu Dhabi 
Economic Vision 2030）」の進展状況が中心的なテーマとなっている 1。2008 年 11 月に発表さ

れた本計画の目標は、第１に経済多角化による原油輸出に依存しない経済成長を実現すること

と、第２に 2030 年時点のアブダビのGDPを 4,000 億ドル超まで拡大することである（図１）。

この目標を達成するために以下の 12 部門を重点産業として設定してきた；①エネルギー（石

油・天然ガス）、②石油化学、③金属、④航空・宇宙・防衛、⑤製薬・バイオテクノロジー・ラ

イフサイエンス、⑥観光、⑦ヘルスケア・サービス、⑧運輸・貿易・物流、⑨教育、⑩メディ

ア、⑪金融、⑫通信、である。本年 2013 年はヴィジョンの第 1 フェーズの最終年にあたり、

上記の重点分野に属する関係機関と民間組織は第 1フェーズで定めた短期目標達成のために邁

進している現状にある。 
 

図 1 アブダビの実質 GDP 目標（2005 年基準、単位：10 億米ドル） 

 

 
アブダビ金融部門の課題 

同計画の重点分野の一つの金融部門については、具体的に 3 つの課題が掲げられている。第

1 に、貯蓄と預金の拡大である。UAE 全体の預金額の推移を図 2 で示した。アブダビ単独での

                                                   
1 たとえば「11th GCC Banking Conference」（2013 年 11 月 4-5 日、於アブダビ）や「The 8th 
Annual Abu Dhabi Conference 2013」（2013 年 12 月 9-10 日、於アブダビ）などの会議でも

議論のベースになっている。 
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預金額の時系列データを入手できなかったが、アブダビ銀行の総資産は UAE の銀行資産全体

の 57%を占めていた（2005 年）［The Government of Abu Dhabi, 2008］。また、Bankscope
データベースによる筆者の推計では、2012 年末のアブダビ銀行の総資産額は 2,436 億米ドル、

ドバイ銀行は1,694億米ドルであった。UAE全体の預金額は2008年から2012年にかけて28％
増加している。同期間の UAE 銀行の総資産額が 23.7％増加していることと比較すれば、相対

的に預金額は増進していると言える。非居住者による預金は 70.3％、公的部門は 54.5％、個人

は 45.7％増加しており、これらの部門が UAE の預金増加の推進要素となってきた。現在、UAE
中央銀行は、さらなる預金増進のために、銀行支店網の拡大による国民資産の取り込みを図っ

ている。同時に、預金者に対する金融教育と預金者保護（低所得者向け）を推進し、預金者の

育成にも力を入れている。 
 

図 2  UAE の預金構成の推移（10 億ディルハム) 

 
 

第 2 の課題として、経済部門と開発プロジェクトへの資金仲介の育成が挙げられてきた。本

計画に複数含まれる大型インフラ建設プロジェクトを遂行するために、金融機関（主に商業銀

行）による資金仲介機能が重要な役割を果たすことを期待されてきた［The Government of 
Abu Dhabi, 2008］。UAE の銀行市場において大きな市場シェアを有するアブダビ基盤の銀行

は、近年、堅調に資産規模を拡大させてきた。 
UAE銀行の第2位の資産規模を誇るアブダビ国営銀行（NBAD）は2006‐12年に約200％、

アブダビ商業銀行（ADCB）は約 125％、第一湾岸銀行（FGB）は約 270％の総資産の成長を

しており、これらの銀行の資産成長率は、他の首長国基盤の銀行の成長率と比較しても高い。

資産規模としては中規模であるがイスラーム銀行であるアブダビ・イスラーム銀行（ADIB）

も同期間に 140％近い成長率を記録しており、一般的な商業銀行とイスラーム銀行と業態を問

わずアブダビ基盤の銀行部門は順調な成長を示している。これらのアブダビ基盤の銀行の収益

率については、2006-12 年の ROA（純収益/総資産額）をみると、NBAD が平均 1.7％、ADCB
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が 1.23％、FGB が 2.66％、ADIB が 1.35％であり、他の首長国基盤の銀行や中小規模銀行と

比較しても高い［齋藤, 2013］。 
 しかし、だからといってアブダビ基盤の銀行を取り巻く経営環境が楽観的とは言い難い。

2008 年以降、銀行貸出は政府向けと個人向けを除き低下傾向にある。また、同期間の収益率

（ROA）も低下傾向にありアブダビ基盤の銀行の収益機会が減少している。本計画でも指摘さ

れたさらなる銀行間の統合・合併が必要であると考える。 
 アブダビ金融部門にとって第 3 の課題は、金融市場の育成である。アブダビ証券取引所の時

価総額は、2013 年 6 月時点で 920 億米ドルに上る（図 3）。湾岸諸国株式市場全体の時価総額

の成長率は 10％の増加（2010 年 12 月-2013 年 6 月）であるのに対し、アブダビ証券取引所は

19.4％の増加を示しており成長著しい。しかし、2013 年 6 月時点のアブダビ証券取引所の時価

総額は湾岸諸国全体の 10.9％を占めるに過ぎず、サウジアラビア・クウェート・カタールと比

べても小さい。 
 

図 3  湾岸諸国株式市場の市場価値（名目値、100 万米ドル） 

 
 

 一般的に、GCC の株式市場は外部および内部のショックに対し変動しやすく不安定である。

GCC の株式市場の株価は、域内の株価変動の影響を受けやすい［Hammoudeh, et al, 2008; 
Sedik and Williams, 2011］。また、米国市場や原油価格の変化の影響に敏感であるとも指摘さ

れている［Moosa, 2010; Omran, 2008］。アブダビの株式市場が同首長国の経済開発のための

安定的な資金調達先となるためには、これらの周辺諸国のショックあるいは外生的ショックを

柔軟に吸収できるよう、投資家の増加と投資資金の拡大を図ることが必要である。 
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タイトルの“Zayed The First”とはア
ブダビのザーイド・ビン・ハリーファ首長
（在位 1855-1909）のことであり、現アラ
ブ首長国連邦大統領兼アブダビ首長ハリ
ーファ・ビン・ザーイドの曽祖父に当たる。
アブダビ首長国と首長家ナヒヤーン家の
基礎を築いた英主である。 
本書はザーイド・ビン・ハリーファ首長

の時代のアブダビの成り立ちについて、豊
富な資料と共にまとめた概説書である。本
書の構成は、バニ・ヤス族の登場とアブダ
ビ首長国の勃興（第 1 章）、「休戦海岸諸国
（Trucial States）」との関係（第 2 章）、
カタール、バハレーンとの関係（第 3 章）、
英国政府との関係（第 4 章）、ザーイド首
長期のアブダビ（第 5 章）となっている。 
第 5 章では、当時、インド系の商人や金

融業者がアブダビ島近海で真珠採取を行
っていた業者（石油発見以前のアブダビの
主要産業は真珠関連産業であった）を資金
面でサポートしていたことが指摘されて
いる。真珠採取業者は舟を出すための費用
と出漁期に残された家族の生活費を捻出
する必要があり、インド系商人・金融業者
がそのための資金仲介をしていた。しか
し、真珠採取業者の収益の分け前に対して
債務の返済額が高かったため多くの業者
は債務返済に苦労していたという。 
膨大な石油収入を財政基盤とし数々の

大型開発プロジェクトを立ち上げ、高層ビ
ルの立ち並ぶ現代のアブダビとは隔世の
感があるが、ここまでアブダビを成長させ
てきた先人達の辛苦に想いをはせるため
の良書である。 

（齋藤） 
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エジプトのテロとの戦い 
Egypt’s “War on Terror” 

 
エジプトにおけるテロ活動 
エジプト暫定政府は、2013 年 10 月 9 日、NGO 団体としてのムスリム同胞団に対し解散命

令を出した。さらに、12 月 25 日にはムスリム同胞団をテロ組織に指定した。モルシー政権の

排除以降に発生したテロ活動にムスリム同胞団のメンバーが関与しているとし、同胞団への弾

圧を強めたのである。 
エジプトでのテロ活動は、2011 年 2 月のムバーラク政権崩壊後にシナイ半島で活発化した。

シナイ半島を拠点とするイスラーム過激派（ジハード主義者）による天然ガス輸出用パイプラ

インの破壊や警察署の襲撃などが相次いだため、エジプト軍は同年 8 月にシナイ半島北部で掃

討作戦（Operation Eagle）を行った。シナイ半島へのエジプト軍の展開はキャンプ・デービ

ッド合意によって規制されていたが、イスラエル政府の承認を得た上で、大規模な掃討作戦を

実施したのである。シナイ半島北部での軍事作戦は、モルシー大統領就任後も続いた。2012
年 8 月には空からの攻撃を含む徹底した掃討作戦を実施し、国境地帯の秩序回復を図った。 
しかしながら、2013 年 7 月の政変以降、イスラーム過激派勢力によるテロ活動はシナイ半

島以外の地域でも発生するようになった。これまでに、首都カイロでの内務大臣暗殺未遂（9
月 5 日）、スエズ運河西岸の都市イスマイリーヤでの軍施設爆破（10 月 19 日）、カイロでの幹

部警察官暗殺（11 月 17 日）、エジプト北部の都市マンスーラでの警察本部爆破（12 月 24 日）

に関して、シナイ半島を拠点とするイスラーム過激派勢力アンサール・ベイト・アル・マクデ

ィス（Ansar Beit al-Maqdis）が犯行声明を出した。 
シナイ半島を拠点とするイスラーム過激派組織は複数確認されているが、その全体像は必ず

しも明らかでない。そのなかで、「アンサール・ベイト・アル・マクディス」は 700～1000 人

のメンバーを持ち、シナイ半島を拠点とするイスラーム過激派組織で 2 番目に大きな勢力と推

定されている（Reuters.com 2013 年 9 月 9 日付け）。また、なかにはアルカイダと繋がりのあ

る組織も存在する。国連は 2013 年 10 月、その 1 つとされるムハンマド・ジャマル・ネットワ

ーク（Muhammad Jamal Network）とそのリーダーを制裁リストに加えた。 
 
暫定政府の対応 
暫定政府と軍は、2013 年 7 月の発足直後からテロとの戦いを重視している。その一環とし

て、暫定政府はムスリム同胞団とイスラーム過激派勢力を結びつけ、ムスリム同胞団への弾圧

を強めた。そして、昨年 12 月 25 日、ムスリム同胞団をテロ組織に指定した。そのきっかけは、

前日（24 日）にマンスーラで発生した警察本部爆破事件であった。暫定政府は、爆破事件とム

スリム同胞団を結びつける明確な証拠は確認できていないとしながらも、「エジプトはムスリム

同胞団による凶悪な犯罪行為に直面している」とし、一連のテロ活動にムスリム同胞団のメン 
 

Egypt 
エジプト 
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バーが関与していると断定し、ムスリム同

胞団をテロ組織に指定したのである 1。 
しかしながら、暫定政府も認めたように、

これまでムスリム同胞団とイスラーム過激

派勢力との関係は不明である。ジハード団

（現エジプト・イスラーム・ジハード団）

の元リーダーであるナビール・ナイームは、

アンサール・ベイト・アル・マクディスが

ムスリム同胞団から資金提供を受けていた

と発言した（Egypt Independent ウエブサ

イト、2013年 9月 9日付け）。それに対し、

ムスリム同胞団はイスラーム過激派勢力と

の関係を全面的に否定している。 
暫定政府にとっては、ムスリム同胞団が

実際にイスラーム過激派勢力と共謀してい

るかどうかの真相はさして重要でない。む

しろ、ムスリム同胞団を公の場から完全に

排除することを正当化するために、ムスリ

ム同胞団とイスラーム過激派勢力を単純に

同一視しているようにみえる。しかし、そ

うした政治キャンペーンは多くの国民に支

持され、いまやムスリム同胞団は過激なイ

スラーム主義組織とみなされつつある。他

方で、ムスリム同胞団支持者は暫定政府の

抑圧的な政策に対する反発を強めている。

その結果、暫定政府とムスリム同胞団支持

層との対立に妥協点を見出すことは困難と

なっている。国民の大部分が平和で安定的

な社会を望んでいることは間違いないが、

果たしてムスリム同胞団に対する強権的な

対応がエジプトの中長期的な安定化に結び

付くのかは明らかでない。 
（土屋一樹） 

                                                   
1 Carlstrom, Gregg [2014] “How to Crush 
Low-Hanging Fruit,” Foreign Policy, 
January 3. 
(http://www.foreignpolicy.com/articles/2013/
12/24/silent_night) 
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エジプトの民主化過程は、2013 年 7 月の

政変によって白紙に戻った。8 月 14 日に

は治安部隊によるモルシー政権支持者の

弾圧によって 600 名を超える犠牲者が出

た。民主化への道を開いた 1 月 25 日革命

の理念はどうなってしまったのだろうか。 
本書は、ムバーラク政権の崩壊からモル

シー政権の排除までの 2 年半について、そ

の間の主役であった軍、青年勢力、ムスリ

ム同胞団の 3 者がどう行動したのかを克

明に叙述している。各主体の思惑が交錯

し、複雑な政治駆け引きが繰り広げられた

体制移行期の出来事が余すことなく描き

出されており、この間のエジプト政治動向

を読み解くのに欠かせない本となってい

る。また、再度の移行過程における各主体

の行動を理解し、今後のエジプト政治の行

方を展望するにあたっても、本書で描写さ

れている「第一移行期」の経過を詳しく知

ることは不可欠である。 
本書は2013年 8月までの動向を記録し

たものであるが、今後のエジプト政治を理

解するための基礎文献でもある。 
（土屋） 
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ロウハーニー政府の閣僚名簿 
Cabinet Member List of Rouhani Government in Iran 

 

はじめに 

 2013 年 6 月 14 日の第 11 回大統領選挙においてロウハーニー大統領が登場した経緯とその

後のイラン核交渉の進展については前回の「中東政治経済レポート」で紹介し、また本号掲載

の別稿においても詳述した。ここでは就任当日の 8 月 4 日にイラン国会に提出され、その後の

審議を経て決定したロウハーニー政府の新たな閣僚の横顔を紹介し、そこから伺える新政府の

性格と方向性を考察することとしたい。 
 

表 1. ロウハーニー政府の第一期閣僚リスト（2014年 1月 7日現在） 

職名 名前 生年 前職 

教育 ファーニー、アリー･アスガル 1954   

通信 ヴァーエズィー、マフムード 1952.9 公益評議会戦略研究所理事 

情報 アラヴィー･タバル、マフムード 1954 専門家会議メンバー 

財務 ターイェブニヤー、アリー 1960   

外務 ザリーフ、モハンマド･ジャヴァード 1960.1 アーザード大学副学長 

保健 
ハーシェミー、セイエド･ハサン･ガーズィー

ザーデ 
1959 テヘラン医科大学講師（現職） 

農業 ホッジャティー、マフムード 1955   

運輸･都市開発 アーホンディー、アッバース･アフマド 1957.6   

組合･労働･福祉 ラビーイー、アリー 1955.12 タバータバーイー大学教授 

鉱工業･商業 ネエマトザーデ、モハンマドレザー 1945   

科学 ファラージー･ダーナー、レザー   テヘラン大学教授 

文化指導 ジャンナティー、アリー 1949   

内務 ファズリー、アブドルレザー･ラフマーニー 1959 最高監査院（SAC）長官 

石油 ザンゲネ、ビージャン･ナームダール 1953.3 公益評議会メンバー（1996-） 

エネルギー チトチヤーン、ハミード 1957 タブリーズ情報局長官 

法務 プールモハンマディー、モスタファー 1959/60 
ハーメネイー事務所政治社会局

長官（2003～） 

防衛 デヘガーン、ホセイン 1957   

スポーツ若者 グーダルズィー、マフムード － テヘラン大学教授 

（出典）英語版 Wikipedia および各種報道より筆者作成。 
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ロウハーニー新政府の顔ぶれ 

 大統領就任直後の 8 月 6 日に提出された閣僚リストのうち、教育大臣･科学大臣およびスポ

ーツ若者大臣の 3 閣僚については 8 月 15 日の時点で国会の承認が得られなかった。その後 10
月 27 日には 2 閣僚の承認が得られたが、スポーツ若者大臣については 11 月 17 日になって漸

く承認された。以上の過程を経て現在では新政府のすべての閣僚が以下のように決定している。 
 この閣僚リストのなかでまず注目を引くのは、閣僚のなかに高学歴の大学関係者等が多く含

まれている点である。ロウハーニー大統領自身がイスラーム法学の分野で英国において博士号

を取得しているが、筆者の調べた範囲でも全 18 閣僚中 12 閣僚が博士号を有している。これは

直前のアフマディネジャード第二期における 6 閣僚をも大きく凌駕する数字である。因みに欧

米への留学歴がある閣僚は通信大臣、外務大臣、運輸･都市開発大臣、鉱工業･商業大臣、科学

大臣の 5 閣僚である（すべて筆者調べ）。 
 次に閣僚の年齢構成であるが、現在のところ判明している16閣僚の平均年齢は59歳である。

これは 1979 年のイラン革命時には平均 25 歳、1988 年のイラン･イラク戦争停戦時には平均

34 歳ということで、正に現在のイランを支える中核的な世代に当たるといえる。因みに最高齢

は文化指導大臣の 65 歳、最も若いのは財務大臣および外務大臣の 54 歳である。 
 
「保守派」と「改革派」が混在 

 ここで「穏健な保守派」と形容されるロウハーニー大統領の新閣僚の政治的な傾向を伺う

ために、何人かの閣僚の経歴を見てみよう。まず 8 月の国会審査において最高得票率で信任を

得た財務大臣はエスファハーンの出身であり、テヘラン大学で経済学を修めたテクノクラート

である（専門分野はインフレ抑制策）。2001 年以降ハータミー大統領府の副長官であり、

1997-2000年と2005-07年（アフマディネジャード政権の初期）には経済委員会役員を務めた。

今回の大統領選では改革派のアーレフ候補を支持している。 
他に改革派の閣僚としては、教育大臣がいる。彼はタルビヤト・モダッレス大学で国家経営

論を学んだ。その後は一貫して教育行政に携わり、ハータミー時代には教育次官を務めている。

2009 年の選挙ではムーサヴィー候補の選挙参謀を務めるなど、改革派の政治家でもある。 
 次に保守派系の閣僚について見てみると、革命防衛隊の司令官を務めた閣僚が文化指導大臣

と防衛大臣である。このうち閣僚中の最高齢でもある文化指導大臣は強硬派のアフマド･ジャン

ナティー師の息子であり、ゴムのハッカーニー神学校出身である（法務大臣も同神学校の出身）。

革命防衛隊司令官、フーゼスターン州知事、イラン国営放送（IRIB）役員等を歴任し、1998-2005
年に駐クウェート大使、2005-06 年に情報副大臣を務めた。 
 さらに上述の法務大臣は宗教都市ゴムの出身で、ハッカーニー神学校その他においてイスラ

ーム法学を修めた人物である。その後イラン国内各地において検事職を歴任し、ラフサンジャ

ーニー政府では情報省副大臣等を務めた（1987～99 年）。アフマディネジャードの第一期政権

で情報大臣を務めている（2005～2008 年）。また今回の大統領選では一時立候補を検討してい

たとされる。2003 年以来ハーメネイー事務所の政治社会局長官であり、ロウハーニーとハーメ

ネイーを繋ぐ役割をも担っていると思われる。因みに同氏は 1988 年の囚人大量殺害に関与し

た人物として、複数の国際人権団体が法務相就任の取消しを求めた。 
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最後に閣僚リストそのものからは若干外

れるが、ロウハーニー新政府にとって最初

の課題である P5+1 との核交渉のための人

材の配置を一瞥しておこう。まず核交渉の

外交的な責任者であるザリーフ外務大臣は、

2002年から 07年までイランの国連代表を

務め、この間イランの核交渉を担っていた

が、その後公職を退いていた。現在彼のも

とで核交渉の最前線に立っているアッバー

ス･アラーグチー外務次官は 2011 年 10 月

まで在日本大使を務めた知日派の能吏であ

る。また前外務大臣のアリー･アクバル･サ

ーレヒーは8月にイラン原子力機構（AEOI）
の長官に任ぜられた。 
 以上のように新政府の閣僚の顔ぶれから

は、ロウハーニー大統領が保守派･改革派と

いった政治的立場を問わず各閣僚ポストに

求められる専門分野を重視して、幅広い範

囲から人材を結集するように努めた実務的

な布陣であることが覗えよう。現在進行中

の核協議が近い将来に最終合意にまで至っ

た場合には、財務相や石油相、教育相とい

った改革派のハータミー元大統領に繋がる

閣僚が積極的に活躍する余地も出てくるも

のと思われる。 
（鈴木 均） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 

 
 

Zeeya A. Pashtoon, 
Pashto-English 
Dictionary, 
Hyattsville, USA: 
Dunwoody Press, 
2009. 
 

パシュトー語はダリー語とともにアフ

ガニスタンの公用語であり、パキスタン北

部のペシャワール周辺でも多くの話者が

ある。ここに紹介する辞書は現在入手可能

な最高のパシュトー語･英語辞典である。

その序文によると収録語数は約 55,000、
1966 年にモスクワで出版されたパシュト

ー語･ロシア語辞書（M. G. Aslanov et al., 
Afgansko-russkii slovar）などが基になっ

ている。 
筆者が学習で使用した限りの印象では、

この辞書は基本語彙を網羅しており、かつ

最も基本的な語彙についての説明が丁寧

である。例えば zra（心）という単語の解

説には豊富な用例とともに 3 ページもの

スペースが割かれており、筆者の所有する

別の辞書で同項目が半ページに満たない

のと好対照である。さらに用語や発音の地

域的な差異についても詳細な記述がある。 
2014 年末を期した米軍のアフガニスタ

ン撤退は、13 年前の 9.11 米国同時多発テ

ロ以来世界の注目を集めてきた同国の将

来にとって大きな転機となる。その一方の

主役であるターリバーンの言動を理解す

るためには、パシュトー語の習得は不可欠

である。この辞書はそのための最良の伴侶

となるであろう。 
（鈴木） 
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